
年

、今後入園児童数の減

　

少が見込まれる。その

８

ため、今後の施設整備

月

について検
事業区分 □

　

 自治事務   □ 

１

法定受託   □ そ

日

の他
今後の方向性 □ 

概

縮小　□ 改善 討を進

施

めていく。
（改善措置

策

等）□ 休止　□ 終

名

了
計画対象 ■ 実施計

子

画査定対象  □ 行

育

政改革対象 
□ 廃止

て

　　　　 

※決算額に

基

ついては、端数処理に

本

より、他資料の決算額

目

と差異が生じている場

標

合もあります。

健康で福祉が充実したま

No. 事務事業名 活

ち

動内容 コスト（事業費

要

：千円）

特別保育委託

施

事業 令和　４年度 令和

策

　５年度 令和　５年度

の

令和　６年度 令和　４

目

年度 令和　５年度 令和

的

　５年度 令和　６年度

安

活動指標名 単位
実績 計

心

画 実績 計画 決算 当初予

し

算 決算 当初予算
全体事

て

業概要
①

必要に対する

出

充足率 % 100 100

産

100 100
病児保育

や

事業の実施可能な体制

育

を整えている診療所や

児

保育所に対し、病児保

が

育事業の業務委託を行

で

い実施す 31,993

き

34,645 37,9

る

41 35,439
る。

環

②

令和　７年度の優先

境

度

③2 　□ Ａ　　　

と

 □ Ｂ　　　 □ 

、

Ｃ　　　 □ Ｄ　

新

子

型コロナウイルス感染

も

症の影響により減少し

親

ていた利用者数につい

も

て、令和5年度は令和

地

元年度と同等の利用
■

域

 計画どおり   
令

で

和　５年度 状況にまで

と

回復した。利用者数と

も

比較し、提供可能量は

に

十分に充足している。

育

□ 遅延      

つ

   
の評価

□ 進展

環

なし     

■ 維

境

持　□ 拡大 引き続き

を

十分な提供可能量の確

つ

保に努める。
事業区分

く

□ 自治事務   □

る

 法定受託   □ 

こ

その他
今後の方向性 □

と

 縮小　□ 改善
（改

。

善措置等）□ 休止　

施

□ 終了
計画対象 ■ 

策

実施計画査定対象  

の

□ 行政改革対象 
□

方

 廃止　　　　 

向 子どもの健やかな育ちへの支援

ICTシステムを活用し、こどもの登園管理や保護者との連絡、写真の販売等の業務を実施し、事務負担の軽減及び保護者の利便性向上を図った。
■ 計画どおり   

令和　５年度 また、保育士等の処遇改善への対応を進めることができた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も、働きやすい労働環境の改善やICTの活用による業務の効率化を進めることで、保育環境の充実を図る。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1

No. 事務事業

頁

名 活動内容 コスト（事

令

業費：千円）

国・県支

和

出金を伴う事業費補助

 

金（子ども保育課） 令

5

和　４年度 令和　５年

年

度 令和　５年度 令和　

度

６年度 令和　４年度 令

　

和　５年度 令和　５年

　

度 令和　６年度
活動指

事

標名 単位
実績 計画 実績

務

計画 決算 当初予算 決算

事

当初予算
全体事業概要

業

①
待機児童数 人 1 0 0

評

0
待機児童の解消や老

価

朽化した民間施設の改

表

修のため、
民間事業者

（

が行う保育施設の整備

個

に係る費用の一部を 0

票

164,700 0 23

）

3,811
補助する。

課

②

令和　７年度の優先

名

度

③1 　□ Ａ　　　

社

 □ Ｂ　　　 □ 

会

Ｃ　　　 □ Ｄ　

民

福

間保育園の施設老朽化

祉

のため、建替え及び認

部

定こども園化の協議を

・

進めていたが、資材高

福

騰等により工事費の
■

祉

 計画どおり   
令

事

和　５年度 増額が見込

務

まれたため、計画を見

所

直し、令和6年度から

子

7年度までの2か年へ

ど

変更した。一方で、前

も

年度まで待機
□ 遅延

保

         
の

育

評価 児童となっていた

課

児童が発達支援事業所

作

へ通うこととなり、保

成

育申請を取り下げたた

日

め、待機児童数は0人

令

とな
□ 進展なし  

和

   
った。

■ 維持

　

　□ 拡大 少子化によ

６

る出生数の減少に伴い



年

の他
今後の方向性 □ 

　

縮小　□ 改善
（改善

８

措置等）□ 休止　□

月

 終了
計画対象 ■ 実

　

施計画査定対象  □

１

 行政改革対象 
□ 

日

廃止　　　　 

※決算

概

額については、端数処

施

理により、他資料の決

策

算額と差異が生じてい

名

る場合もあります。

子育て 基本目標 健康で福

No. 事務事業

祉

名 活動内容 コスト（事

が

業費：千円）

市単独事

充

業費補助金 令和　４年

実

度 令和　５年度 令和　

し

５年度 令和　６年度 令

た

和　４年度 令和　５年

ま

度 令和　５年度 令和　

ち

６年度
活動指標名 単位

要

実績 計画 実績 計画 決算

施

当初予算 決算 当初予算

策

全体事業概要
①

必要に

の

対する充足率 % 100

目

100 100 100
民

的

間保育所等が実施する

安

保育の充実に資する事

心

業に対
し、市独自に補

し

助を行う。 101,7

て

75 105,060 1

出

06,273 108,

産

058

②

令和　７年度

や

の優先度

③4 　□ Ａ

育

　　　 □ Ｂ　　　

児

 □ Ｃ　　　 □ 

が

Ｄ　

市独自の補助金に

で

より、民間保育所等の

き

運営の充実を図り、職

る

員及び園児の処遇の向

環

上を図った。
■ 計画

境

どおり   
令和　５

と

年度
□ 遅延    

、

     
の評価

□ 

子

進展なし     

■

も

 維持　□ 拡大 民間

親

保育所等の運営の充実

も

を図るため、引き続き

地

事業を実施していく。

域

事業区分 □ 自治事務

で

   □ 法定受託 

と

  □ その他
今後の

も

方向性 □ 縮小　□ 

に

改善
（改善措置等）□

育

 休止　□ 終了
計画

つ

対象 ■ 実施計画査定

環

対象  □ 行政改革

境

対象 
□ 廃止　　　

を

　 

つくること。

施策の方向 子どもの健やかな育ちへの支援

ICTシステムを活用し、こどもの登園管理や保護者との連絡、写真の販売等の業務を実施し、事務負担の軽減及び保護者の利便性向上を図った。
■ 計画どおり   

令和　５年度 また、保育士等の処遇改善への対応を進めることができた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も、働きやすい労働環境の改善やICTの活用による業務の効率化を進めることで、保育環境の充実を図る。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

2

No. 事務事業

頁

名 活動内容 コスト（事

令

業費：千円）

国・県支

和

出金を伴う事業費補助

 

金 令和　４年度 令和　

5

５年度 令和　５年度 令

年

和　６年度 令和　４年

度

度 令和　５年度 令和　

　

５年度 令和　６年度
活

　

動指標名 単位
実績 計画

事

実績 計画 決算 当初予算

務

決算 当初予算
全体事業

事

概要
①

必要に対する充

業

足率 % 100 100 1

評

00 100
民間保育所

価

等が実施する保育事業

表

に対し、国県補助を
活

（

用し補助する。 172

個

,391 141,84

票

6 149,915 13

）

7,262

②

令和　７

課

年度の優先度

③3 　□

名

 Ａ　　　 □ Ｂ　

社

　　 □ Ｃ　　　 

会

□ Ｄ　

民間保育所等

福

の安定的な運営を支援

祉

することを目的とする

部

民間保育所等原油価格

・

・物価高騰対策補助金

福

や保育士
■ 計画どお

祉

り   
令和　５年度

事

等の業務軽減を図るた

務

めの民間保育所等ＩＣ

所

Ｔ化推進事業費補助金

子

により、保育の継続と

ど

ともに保育士等が働き

も

□ 遅延      

保

   
の評価 やすい環

育

境の整備を行った。
□

課

 進展なし     

作

■ 維持　□ 拡大 引

成

き続き、国県の交付金

日

メニューの推移に注視

令

し、保育環境の充実を

和

図ります。
事業区分 □

　

 自治事務   □ 

６

法定受託   □ そ



年

整えることで、保
事業

　

区分 □ 自治事務  

８

 □ 法定受託   

月

□ その他
今後の方向

　

性 □ 縮小　■ 改善

１

育士の確保へつなげて

日

いく。
（改善措置等）

概

□ 休止　□ 終了
計

施

画対象 □ 実施計画査

策

定対象  □ 行政改

名

革対象 
□ 廃止　　

子

　　 

※決算額につい

育

ては、端数処理により

て

、他資料の決算額と差

基

異が生じている場合も

本

あります。

目標 健康で福祉が充実したまち

要 施策の目的 安心して出産や育児ができる環境と、子も親も地域でともに育つ環境をつくること。

施策の方向 子どもの健やかな育ちへの支援

ICTシステムを活用し、こどもの登園管理や保護者との連絡、写真の販売等の業務を実施し、事務負担の軽減及び保護者の利便性向上を図った。
■ 計画どおり   

令和　５年度 また、保育士等の処遇改善への対応を進めることができた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も、働きやすい労働環境の改善やICTの活用による業務の効率化を進めることで、保育環境の充実を図る。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

3

No. 事務事業

頁

名 活動内容 コスト（事

令

業費：千円）

市立保育

和

園管理運営事業 令和　

 

４年度 令和　５年度 令

5

和　５年度 令和　６年

年

度 令和　４年度 令和　

度

５年度 令和　５年度 令

　

和　６年度
活動指標名

　

単位
実績 計画 実績 計画

事

決算 当初予算 決算 当初

務

予算
全体事業概要

①
必

事

要となる保育士数の充

業

% 79 95 84 95
市

評

立保育所6園の管理運

価

営を行い、安心・安全

表

な保育 足率
事業の推進

（

を図る。 305,22

個

8 383,010 32

票

2,530 407,7

）

38
また、ICT機器

課

を活用し、保育士の業

名

務負担の軽減及
②び効

社

率化を図るとともに、

会

保育の質の更なる向上

福

に努
める。 令和　７年

祉

度の優先度

③5 　□ 

部

Ａ　　　 □ Ｂ　　

・

　 □ Ｃ　　　 □

福

 Ｄ　

ICTシステム

祉

を活用し、こどもの登

事

園管理や保護者との連

務

絡、写真の販売等の業

所

務の見直し事務負担の

子

軽減及び
□ 計画どお

ど

り   
令和　５年度

も

保護者の利便性向上を

保

図ったが、活動指標の

育

達成には至らなかった

課

。
■ 遅延     

作

    
の評価

□ 進

成

展なし     

□ 

日

維持　□ 拡大 引き続

令

き、保育及び保育関連

和

事務のICT活用によ

　

る見直しを進め、保育

６

士が働きやすい環境を


